
         特別養護老人ホーム新つくばホーム新館 

短期生活介護及び予防短期入所生活介護事業運営規程 

 

 

         第１章 事業の目的と運営の方針 

（目的） 

第１条  この規程は、社会福祉法人筑南会が設置運営する指定短期入所生活介及び 

予防短期入所生活介護事業の運営及び利用について必要な事項を定め、事業の円滑

な運営を図ることを目的とする。  

 

（基本方針） 

第２条  利用者が、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した 

日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の

世話及び機能訓練（予防訓練）を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに

利用者の家族の身体及び精神的負担の軽減を図る。 

 

（運営方針） 

第３条 本事業において提供する短期生活介護防短期生活介護事業は、介護保険法並び

に関係する厚生労働省令、告示の趣旨及び内容に沿ったものとする。 

２ 利用者の人格を尊重し常に利用者の立場にたったサービスの提供に努めるとと

もに利用者及びその家族のニーズを的確に捉え、個別に短期生活介護計画及び予防短

期生活介護計画を作成することにより、利用者が必要とする適切なサービスを提供す

る。 

３ 利用者又はその家族に対し、サービスの内容及び提供方法について分かりやすく

説明する。 

４ 適切な介護技術をもってサービスを提供する。 

５ 常に提供したサービスの質の管理、評価を行う。 

６ 居宅サービス計画が策定されている場合は、当該計画の沿った短期生活介護及び

予防短期入所生活介護を提供する。 

 

（事業所の名称） 

第４条 この事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

１ 名称 特別養護老人ホーム 新つくばホーム新館（以下「事業所」という） 

２ 所在地 茨城県つくば市学園の森３丁目２９番地２ 

 

 



         第２章 従業員の職種、員数及び職務の内容 

 

（職員の種類、員数、及び職務内容） 

第５条 事業所に勤務する職員の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

従業員については利用者を当該特別養護老人ホームの入所者とみなした場合におけ

る老人福祉法に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる職種、員数、及び職

務内容とする。  

 

         第３章  利用定員 

 

（利用定員） 

第６条 事業所の入所定員は、ユニット個室 ４名とする。 

 

         第４章  設備及び備品等 

 

（居室） 

第７条 施設は、入所者の居室にベット・ロッカー・ナースコール等を備品として備え 

る。 

 

（食堂） 

第８条 施設は、各ユニットにその入所者の人数が使用できる充分な広さを備えた食堂

を設け、入所者が使用できるテーブル・椅子、及び箸や食器類等の備品類を備えてい

る。 

 

（浴室） 

第９条 施設は、浴室には入所者が使用しやすいよう、一般浴槽の他に特殊浴槽を設け

ている。 

 

（洗面所及び便所） 

第 10 条 施設は、各ユニットの各所に洗面所や便所を設けている。 

 

（機能訓練室） 

第 11 条 施設は、入所者が使用できる充分な広さを持つ機能訓練室を設け、目的に応

じた機能訓練器具等を備えている。 

 

 



      第５章  説明及び契約 

 

（内容及び手続きの説明並びに同意及び契約） 

第 12 条 事業所は、サービス提供の開始に際して、入所申込者又は身元引受人（家族 

等）に対し、運営規程の概要、従業員の勤務体制、その他サービスの選択に資する重

要事項説明書を交付、説明を行い、同意を得た上で契約書を締結する。 

２ 事業所は、サービス利用希望者が提示する被保険者証により、被保険者資格・要

介護認定の有無、有効期間を確認することができる。 

 

         第６章  サービス 

 

（短期入所生活介護計画及び予防短期入所生活介護計画の作成） 

第 13 条 短期入所生活介護及び予防短期入所生活介護計画の作成を担当する介護支援

専門員は、利用者や家族の希望及び利用者について把握した課題に基づき、短期入所

生活介護計画及び予防短期入所生活介護計画の原案を作成し、またその作成後のおい

ても他の従業者との連絡協議を継続的に行い、計画実施状況等の評価を行い、必要に

応じ計画の変更を行い、その都度利用者又は身元引受人（家族等）に対し、説明、同

意を得るものとする。 

 

（サービスの基本方針） 

第 14 条 事業者は、可能なかぎりその居宅において、要介護状態の維持、もしくは改 

善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう支援を行うことで、利用者の心

身の機能の維持、回復を図り、もって利用者の生活機能の維持、または向上を目指し、

利用者の意欲を喚起しながら支援します。 

２ サービスを提供するに当たっては、利用者の心身の状況等について把握するとと

もに、サービス内容の確認を行います。 

３ サービスを提供するに当たって、短期入所生活介護計画及び予防短期入所生活介

護計画を策定し、そのサービスが漫然かつ画一的なものとならないよう、配慮する。 

４ 事業の提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、利用者または身元引受人（家族等）

に対し、サービス提供方法について、理解しやすいように説明を行う。 

５ 事業の提供にあたっては、当該利用者または他の利用者等の生命または身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行

為は行わない。また、身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

６ 事業所は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にサービス内容を見

直すことでその改善を図る。 



 

（短期入所生活介護及び予防短期入所生活介護の内容） 

第 15 条 介護にあたっては、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう適切な技術をもって行う 

２ 身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方法 

による入浴の機会の提供（入浴がさせられないときは清拭） 

３ 排泄の自立についての必要な支援 

４ おむつを使用せざるを得ない利用者について、適切なおむつの交換 

５ 離床、着替え、整容等の日常生活上の行為の適切な支援 

 

（食事の提供） 

第 16 条 食事の提供は、栄養及び利用者の心身状況・嗜好等を考慮したものとし、適

切な時間に実施するものとする。また、利用者の自立支援に配慮して、可能な限り離床

して食堂で行うよう支援する。 

 

（相談及び援助） 

第 17 条 事業者は、常に利用者の心身の状況やその置かれている環境等の的確な把握

に努め、利用者又は身元引受人（家族等）に対して、その相談に適切に応じるとともに、

必要な助言やその他の援助を行う。 

 

（機能訓練） 

第 18 条 事業所は、利用者の心身の状況等に日常生活を営む上で必要な機能の回復又

は維持するための訓練を実施する。 

 

（健康管理） 

第 19 条 事業所の医師又は看護職員は、必要に応じて健康保持のための適切な措置を

とる。 

 

（その他のサービスの提供） 

第 20 条 事業所は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリエーシ

ョンを行う。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第 21 条 サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準による

ものとし、当該指定短期生活介護及び予防短期入所生活介護が法廷代理受領サービス

であるときは、その１割、２割または３割の額とする 



２ 食事の提供に要する費用として、別紙のとおり。 

 ３ 滞在に要する費用として、別紙のとおり。 

４ つくば市外からの利用にあたり送迎に要する費用 

つくば市との境界より 

送迎距離片道５ｋｍ未満１回につき        ７００円 

送迎距離片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満１回につき １０００円 

送迎距離片道１０ｋｍ以上の場合は１０ｋｍを超えた距離１ｋｍあたり５０円

を加える。      

５ 利用者が選定する以下のサービスの費用については、実費とする。 

① 特別な食事 

② 理髪・美容 

③ レクリエーション、クラブ活動での材料代等 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第 22 条 通常の送迎の実施地域はつくば市内とする。 

 

         第７章  留意事項 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第 23 条 利用者は、以下の事項を守り、相互の親睦と融和に努めなければならない。 

(１)  火気の取り扱いに注意し、所定の場所以外で喫煙しないこと 

(２)  建物、備品その他の器具を破損し、また持ち出さないこと 

(３) けんか、口論または暴力行為等、他人の迷惑になることをしないこと 

２ 利用者が以下のいずれかに該当する場合には、意見を付してその旨を市町村に通

知するものとする。 

(１)  施設の秩序を乱す行為をしたとき 

(２)  偽りその他不正行為によって保険給付を受け、又は受けようとしているとき 

 

第 8 章  従業者の服務規程と質の確保 

 

（従業者の服務規程） 

第 24 条 従業者は、介護保険関係法令及び諸規則、個人情報保護法を遵守し、業務上

の指示命令に従い、自己の業務に専念する。服務に当たっては、協力して事業所の秩

序を維持し、常に以下に事項に留意する。 

(１)  入所者に対しては、人権を尊重し、自立支援を旨とし、責任を持って接遇する。 

(２)  常に健康に留意し、明朗な態度を心がける。 



(３)  お互いに協力し合い、能率の向上に努力するよう心がける。 

 

（職員の資質向上） 

第 25 条 事業所は、従業者の資質向上のために、その研修の機会を確保する。 

     入所者に対する処遇に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さ

ないものについて、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講

じる。 

 

（衛生管理） 

第 26 条 事業所は、設備等の衛生管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるととも

に、医薬品及び医療用具の管理を適切に行う。 

 ２ 事業所は、感染症の発生防止及びまん延防止のために必要な措置を講じるものと

する。 

 

（秘密の保持等） 

第 27 条 事業所及び従業者は、業務知り得た利用者または身元引受人（家族等）の秘

密を保持することを厳守する。従業者が退職した後も、正当な理由なく、その秘密を

もらすことのないように、必要な措置を講じなければならない。 

 ２ 事業所は、関係機関、医療機関等に対して、利用者に関する情報を提供する場合

には、あらかじめ文書により入所者の同意を得ることとする。 

 

         第９章 緊急時、非常時の対応 

 

（緊急時の対応） 

第 28 条 従業者は、利用者の病状の急変が生じた場合や、その他緊急の事態が生じた

場合には、速やかに主治医またはあらかじめ定められた協力医療機関及び各関係機関

に連絡する等の必要な措置を講じ、管理者に報告する義務を負う。 

 

（事故発生時の対応） 

第 29 条 施設サービスの提供により事故が発生した場合には、応急措置、医療機関へ

の搬送等の措置を講じ、速やかに市町村及び家族に連絡するとともに、経過記録を行

い、再発防止対策に努めその対応について協議する。 

 ２ 賠償すべき事故が発生した場合には速やかに損害賠償を行うものとする。 

 

 

 



（非常災害対策） 

第 30 条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てるとともに、非常災害に備え 

るために定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。 

日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得られる

体制づくりに努める。 

 

(業務継続計画) 

第 31 条 施設は感染症や災害が発生した場合にあっても、入所者が継続してケアをう

けられるよう、事業を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画を策定するとともに、必要な研修及び訓練(シミュレーション)を実

施する。 

(感染対策) 

第 32 条 施設は感染症又は食中毒の発生、蔓延を防ぐために必要な以下の措置を講ず

る。 

(１) 委員会の開催 

(２) 指針の策定 

(３) 職員に対する定期的な研修の実施 

(４) 定期的な訓練(シミュレーション)の実施。 

 

第 10 章  その他 

 

（記録の整備） 

第 33 条 施設は、従業者・設備及び会計に関する諸記録を整備しておくものとする。 

 ２ 施設は、入所者に対するサービスの提供に係る諸記録を整備し、その完結の日か

ら 5 年間保存するものとする。 

 

（苦情等への対応） 

第 34 条 施設は、入所者からの苦情に迅速にかつ適切に対応するために苦情受付窓口

を設置し、苦情を受け付けた時には速やかに事実関係を調査するとともに、対応の結

果について入所者に報告をする。 

 ２ 施設は、入所者からの苦情に関して市町村及び国民健康保険団体連合会が実施す

る調査等に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合には必要な改善を行うもの

とする。 

 

 

 



 （虐待の防止） 

第 35 条   施設は虐待を未然に防止するため、又虐待等を早期に発見するため以下の

措置を講ずる。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を開催するとともに、その結果につい

て、職員に周知徹底を図る。委員会の責任者は施設長とする。 

（２）虐待防止のための指針を策定する 

（３）虐待防止のための職員に対する研修を年 2 回以上＋新規職員採用時実施する 

（４）虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を置く。 

   担当者は生活相談員とする。 

２ 施設は、サービス提供中に当該施設職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現

に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、

これを市町村に報告する 

 

（身体拘束の適正化） 

第３５条の２ サービスの提供にあたっては、当該利用者または他の利用者等の生命ま

たは身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体拘束その他入所者の行動

を制限する行為を行ってはならない。 

 ２ 要件を満たし、身体拘束等を行う場合には、手続きの面でも慎重な取り扱いを要

する 

  

（１）身体拘束適正化のための対策を検討する委員会を開催するとともに、その結果

について、職員に周知徹底を図る。委員会の責任者は施設長とする。 

（２）「緊急やむを得ない場合」の判断は、指針に従って施設全体として行う 

 （３）利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間

帯、期間等をできる限り詳細に説明し、十分な理解を得るよう努める 

 （４）緊急やむを得ない場合に該当するかを常に観察、再検討し、要件に該当しなく

なった場合には直ちに解除する 

 （５）身体拘束適正化に関する措置を適切に実施するための担当者を置く。 

    担当者は生活相談員とする。 

 

 

 

 

 

 

 



(職場におけるハラスメントの防止) 

第 36 条 施設は職場におけるセクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止の

ための雇用管理上の措置を講じる。 

(１)  ハラスメント防止のための指針を策定し、職員に周知・啓発する 

(２)  ハラスメントに対する相談の窓口を定め、職員に周知する 

(３)  カスタマーハラスメント防止のための雇用管理上の配慮を行う。 

(４)  ハラスメントに関する措置を適切に実施するための担当者を置く。 

担当者は生活相談員とする。 

 

（地域との連携） 

第 37 条 施設の運営にあたっては、地域住民またはその自発的な活動等との連携及協 

力を行う等の地域との交流に努める。 

 

（その他） 

第 38 条 この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は筑南会と事業所の管理

者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

この規程は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

 

この規程は、平成２６年１１月２６日から施行する。 

   

この規程は、平成２７年 ８月 １日から施行する。 

   

この規程は、平成３０年 ８月 １日から施行する。 

 

   この規程は、令和 ２年１２月 １日から施行する。 

 

   この規定は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。 

 

   この規定は、令和 ３年 ８月 １日から施行する。 

 

   この規定は、令和 ５年 ５月 １日から施行する。 

 

   この規定は、令和 ５年１０月 １日から施行する。 

 

   この規定は、令和 ５年１２月 １日から施行する。 



 

   この規定は、令和 ６年 ８月 １日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 

 

費 用 区 分 費 用 の 額 

食事の提供に要する費用 

 

 

   朝食       ３８５円 

   昼食       ５３０円 

   夕食       ５３０円 

食事の提供に要する費用 

（介護保険負担限度額認定者） 

 

 

 

 

第１段階認定者 

        日額    ０円 

第２段階認定者 

        日額  ６００円 

第３段階認定者① 

        日額  １０００円 

第３段階認定者② 

        日額  １３００円 

滞在に要する費用 

 

ユニット型個室 日額  ２０６６円 

滞在に要する費用 

（介護保険負担限度額認定者） 

 

 

 

 

 

 

第１段階認定者 

 日額  ８８０円 

第２段階認定者 

 日額  ８８０円 

第３段階認定者① 

 日額  １３７０円 

第３段階認定者② 

        日額  １３７０円 

 

 

 


